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1. はじめに

2006年12月20日に国立社会保障・人口問題研究

所から「日本の将来推計人口（2006年12月推計）」

が公表された。前回の2002年１月に公表された推

計では合計特殊出生率が2007年に1.31で底打ちの

後も回復せず2025年には1.38に留まるという内容

であった。さらにその前の1997年１月に公表され

た同率は、2000年に1.38で底打ち、2025年には1.61

まで回復するという結果となっていた。過去２回

の推計人口に比べると、今回は世代間の人口構成

比が大きく変容する内容となっている。

世代間扶養を前提とする厚生年金保険料につい

ては、厚生労働省が2002年５月に「新人口推計対

応試算」を公表し、また2004年度には保険料水準

に上限値を定めて固定化する方式が導入されるな

ど、現役世代の過大な保険料負担を避けるための

制度改革が進められてきた。

2002年の推計人口に対応した制度改革は、家計

から支出する社会保険料負担に将来どのような変

化をもたらしていくのであろうか。

本稿は、個人が負担する社会保険料負担と表裏

一体である企業の法定福利費負担に着目し、最新

の結果と10年前の結果との比較から、家計に与え

る影響について考察を行う。また、あわせて最新

の2006年12月推計に基づく今後の家計への影響に

ついても触れてみたい。

2. 法定福利費の推移からみた社会保険料
負担の推移

従業員が負担する社会保険料は、その中心であ

る厚生年金保険料、健康保険料が労使折半のた

め、企業が負担する法定福利費とほぼ合致する。

法定福利費の実額を捉えている調査としては「福

利厚生費調査」（日本経営者団体連盟。以下、日

経連調査）と「就労条件総合調査」（旧「賃金・

労働時間制度等総合調査」。厚生労働省大臣官房

統計情報部。以下、厚生労働省調査）の２つがあ

る。

前者は日本経営者団体連盟が傘下団体企業に対

して行う調査で、平均企業規模が約4,000人と大企

業をベースとしている。これに対し、後者は常用

労働者が30人以上の民営企業から、産業、企業規

模別に一定の方法により抽出した企業を対象とし

ており、より一般性の高い結果といえる。

それぞれ最新結果である2005年度の調査と10年

前の1995年度調査とを比較し、企業が負担する常

用労働者１人１カ月あたりの現金給与額ならびに

法定福利費がどの程度変化したのかについてみて

いく（図表－１）。

（1）日経連調査に基づく社会保険料負担の推移

2005年度の日経連調査では、現金給与総額は賞

与も月額に按分され加算されているため、平均

583,368円となっている。これに対し、法定福利費

は75,436円で給与の12.93％に相当する。法定福利

費の内訳をみると、厚生年金保険料が39,816円で
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給与の6.82％、健康保険料・介護保険料が25,887

円で同4.44％となっている。法定福利費に占める

両者の合計の割合は約９割に達している。

一方、1995年度の日経連調査では、現金給与総

額は平均542,368円１）、法定福利費は61,233円とな

り給与の11.29％に相当していた。

この10年間の動きをみてみると、現金給与総額

は額にして41,018円の増加で比率にして7.6％の上

昇となる。これに対し、法定福利費は14,203円の

増加で比率にして23.2％と２割以上の上昇であっ

た。法定福利費の内訳である厚生年金保険料、健

康保険料・介護保険料、雇用保険料・労災保険料

の上昇率はいずれも２割を超えている。健康保険

料・介護保険料の上昇率が高いのは、2000年度か

ら介護保険制度が導入されたことが大きい。雇用

保険料・労災保険料の上昇率が高いのは、失業等

給付にかかわる保険料率が1995年度時点では0.8％

（労使合計）であったものが2005年度から1.6％に

まで引き上げられたことが大きい。その結果、現

金給与総額に占める法定福利費の比率は11.29％か

ら12.93％へと上昇している。

上昇した社会保険料の部分は、ほぼ企業と従業

員の労使折半部分であるため、従業員自身が支払

う社会保険料もこの10年間でほぼ同額分が上昇し

たと言える。先述のとおりこの間の給与の上昇分

が41,018円であったとはいえ、実質的にはそこか

ら法定福利費の上昇分相当額を相殺した、およそ

26,000円の上昇に留まることになる。

（2）厚生労働省調査に基づく社会保険料負担の

推移

次に、厚生労働省調査でみていくと、家計への

影響はさらに大きい結果となっている。2005年度

の厚生労働省調査では、現金給与総額は平均

374,591円（賞与も月額に按分）となっている。こ

れに対し、法定福利費は46,456円で給与の12.40％

に相当する。法定福利費の内訳をみると、厚生年

金保険料が23,831円で給与の6.36％、健康保険

料・介護保険料が15,746円で同4.20％となってい

る。法定福利費の現金給与総額に対する割合が日

経連調査と若干相違しているが、日経連調査は大

企業をベースとした結果であり、労使折半を基本

としつつも企業負担割合をやや引き上げているた

めと推察される。

一方、1995年度の厚生労働省調査では、賞与を

含め算出し直した現金給与総額は平均400,649円と

なっている。これに対し、法定福利費は42,860円で

給与の10.70％に相当する。

図表--1 1995年度と2005年度の法定福利費の比較 
1995年度 

出所:「福利厚生費調査」（日本経営者団体連盟） 

出所: 「賃金・労働時間制度等総合調査」（労働大臣官房政策調査部） 出所: 「就労条件総合調査」（厚生労働大臣官房統計情報部） 
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この10年間の動きをみてみると、現金給与総額

は額にして26,058円の減少、比率にして6.5％の低

下であった。常用労働者が30人以上の民営企業を

ベースとした結果では賃金が低下していること自

体は首肯できる。現金給与の減少は標準報酬月額

の減少を意味し、結果として法定福利費は減少す

るように思われるが、逆に3,596円の増加で、比率

にして8.4％の上昇となっている。法定福利費の内

訳では特に健康保険料・介護保険料の上昇率が高

い。中小企業では介護保険料負担対象者となる40

歳以上従業員が相対的に多いことが影響している

ものと推察される。

繰り返しになるが、この法定福利費の上昇分が

個人、つまり従業員が家計から支出する社会保険

料負担上昇分に匹敵する額だとすれば、この10年

間に給与が26,058円減少し、一方で社会保険料負

担分が3,596円増加したことになり、可処分所得と

いう視点でみた場合、およそ３万円程度の減少を

余儀なくされていることになる。

（3）法定福利費の推移からみた社会保険料

負担の特徴

両者の結果からは、次の点が共通して示されて

いる。

ひとつは、法定福利費の現金給与総額に占める

比率が双方ともおよそ1.7ポイント上昇しており、

そのことは従業員自身が支出する社会保険料負担

もこの間同程度上昇したことを示唆している点で

ある。また、法定福利費の伸びは現金給与総額以

上の伸びを示しており、家計に少なからず影響を

与えているという点である。

社会保険料負担の上昇額や上昇率をどのように

評価するかは、給付の観点を抜きにしては語れな

いのは事実である。

1995年度から2005年度の10年間に、各社会保険

制度は大きな制度改革を行ってきた。特に、2002

年１月の将来推計人口の公表に伴い、現役世代の

過大な保険料負担を避けるための多くの制度改革

が進められてきた。

逆に言えば、1995年度時点での社会保険制度の

給付内容を前提とすれば、現時点での負担額や負

担率を大きく上回る社会保険料負担が必要であっ

たことになる。1995年度の社会保険制度の給付内

容を前提に立ったとき、現時点ではどの程度の負

担に達していたのであろうか。そして、この間の

社会保険制度の改革により家計面での負担額とし

てはどの程度の抑制をもたらすことができたので

あろうか。

以降では、このような問題意識から、常用労働

者が30人以上の民営企業をベースとしており、よ

り一般性の高い厚生労働省調査の結果をもとに、

これまでの社会保険制度の改革等で、家計におけ

る社会保険料負担がどのように変化してきたの

か、また今後どの程度負担が上昇するのかについ

て考察を行うこととする。

3. 家計における社会保険料負担の推計

（1）1995年度時点での社会保険料負担の

推計

長井（2000a）は、1996年度の社会保険料率を

もとに将来の法定福利費を試算している。当時、

法定福利費の９割を占めていた厚生年金保険料、

健康保険料と、2000年度より新たに導入されるこ

とになっていた公的介護保険料の将来推計を個別

に行い、そこに若干ではあるが雇用保険料、労災

保険料等を加えることにより、従業員１人当たり

の法定福利費の将来推計を行っている。1995年度

の社会保険料負担はすでに厚生労働省調査の結果

が得られていたため実績値が利用できる。

この法定福利費予測が、基本的には労使折半の

ため個人負担部分の社会保険料負担と表裏一体と

なる。法定福利費と異なる点は、①介護保険料

（個人負担分は40歳を基準に明確に区切られる。

事業主負担分については従業員１人あたり相当分

で計算）、②雇用保険料率（雇用三事業の保険料

は事業主のみのため、事業主負担分から0.35％を

差し引く）、③労災保険料等（個人負担はないた

め加算しない）の３点である。

厚生年金保険料率の将来推計は、1997年１月に

公表された「日本の将来推計人口」に基づき、同

４月３日に「新人口推計対応試算」が年金審議会
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に提出されている。それまで月例給与に対する保

険料率の上限が17.35％（労使双方の計）であると

していたものが、2025年の所得代替率（62％）を

維持するためには月例給与に対する最終保険料率

が34.3％（賞与を含む総報酬ベースで換算すると

26.4％）にまで達するというものであった。

一方、健康保険料率は、1992年度以降の５年間

の平均上昇率（5.6ポイント）と上昇要因２）をもと

に独自に推計を試みた結果、8.5％（労使双方の

計）であったものが2025年には24.56％と約３倍に

達するとの結果が得られた。なお、21世紀福祉ビ

ジョンのなかでも、政管健保の保険料率が8.2％か

ら2025年には23.5％に達するとの推計を公表して

おり、また鴇田（1998）も現役世代１人当たりの

国民医療費が1993年を１とした場合、2025年には

2.96と約３倍に達するとの推計を行っていた。こ

うした推計結果と比較しても整合的であり、健康

保険制度の当時の給付内容を維持していくために

は将来的にはおよそ３倍の保険料負担が必要にな

る状況であった。

また、制度が施行されていなかった公的介護保

険料については、制度発足時は第１号被保険者

（65歳以上）の場合１人当たり月額2,400円とされ

ていた。これが、介護高齢者数の増加、介護サー

ビスの普及に伴い保険料も増加していく仕組みと

なっていた。40歳以上65歳未満の第２号被保険者

の保険料も第１号被保険者と同じと仮定し、将来

の要介護発生率、被保険者人口推移などから独自

に試算を行った。

従業員が負担する社会保険料としては、これら

厚生年金保険料、健康保険料、介護保険料に雇用

保険料の従業員負担分を加算すればよい。

ただし、当時はまだ総報酬制が導入されていな

かったため、社会保険料負担の推移をみるために

は先述の保険料率をもとに総報酬ベースに換算し

直す必要がある。

そこで、1996年度における従業員１人当たりの

平均月例賃金（401,877円）、平均賞与（1,141,676

円）をもとに、いったん年間収入と年間払込社会

保険料に換算した後に、総報酬ベースとしてみた

場合の社会保険料率を推計した。

その結果、1996年度時点での社会保険料率推計

では、1995年度同様10.39％であるものが、2025年

には23.97％と２倍以上の負担となり、報酬の４分

の１近くを占めるまでに上昇する結果となってい

た。また同推計によれば、2005年度における社会

保険料率は13.62％に達していることになる。（図

表－２）

なお、各社会保険料の金額については、1995年

度、1998年度、2002年度の厚生労働省調査結果の

現金給与額をもとに算出している３）。

（2）2005年度時点での社会保険料負担の

推計

1997年１月の推計人口では、合計特殊出生率が

2000年に1.38で底打ち、2025年には1.61まで回復

するという内容であった。先述の平成7年度時点

での社会保険料負担の推計もこの推計人口を前提

としている。ところが、2002年１月に公表された

推計では合計特殊出生率が2007年に1.31で底打ち

の後も回復せず2025年には1.38に留まるという内

容に改められる。
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出生率の低下は、負担者である現役世代の総数

の減少を意味し、負担と給付の均衡を図る目的

に、主要な社会保険制度の改正が進められた。長

井・永野（2002）は、2003年度までに改正された

内容をもとに法定福利費の推計を行っている。こ

の推計結果をベースとし、また2004年度に実施さ

れた公的年金制度改革等も加味し、個人負担分で

ある社会保険料負担の推計を行った。

個人負担部分の大半を占める厚生年金保険制

度、健康保険制度の改正内容に基づき、試算した

将来の社会保険料負担の推移については以下の通

りである。

厚生年金保険料については、厚生労働省が2002

年５月に「新人口推計対応試算」を公表した。こ

の内容は、一層の少子・高齢化の進行を予測し、

当時の給付水準を維持しつつ保険料負担の引き上

げで対応する内容であった。将来推計人口の中位

推計では、ピーク時の2025年の保険料率が総報酬

ベースで24.8％に達するとの推計であった（国庫

負担割合が現行同様３分の１のまま推移した場合

の総報酬ベースの料率）。

そして、現役世代の過大な保険料負担を避ける

ために2004年に保険料水準に上限値を定めて固定

化する方式が導入されることとなる。2004年の料

率である13.58％から毎年0.354％引き上げられ

（2017年のみ0.118％）、2017年以降は18.30％で固

定する方式が導入されている。

健康保険料率は、2003年３月まで月例85/1000、

賞与14/1000（いずれも労使双方の計）であった

ものが、同年4月より総報酬ベースに移行するの

に伴い料率も42/1000（労使双方の計）と改正さ

れることとなった。総報酬ベースでの将来推計に

ついては、直前の1人当たり医療費の伸び４）を前

提に、人口変動（人口高齢化および人口増減）お

よび今般の医療制度改革の影響を考慮して医療費

を伸ばして独自に推計を試みた。具体的な伸び率

については2009年までを４％、2010年以降を３％

と仮定している。その結果、2025年には、健康保

険料率が1000分の159.2（労使双方の計）となり、

現行の約2倍に達するという試算を得た５）。

公的介護保険料も、2003年４月より健康保険料

と同じく総報酬ベースへ移行された。またその料

率は、40～64歳の第２号被保険者の場合8.9/1000

（労使双方の計）と、2002年度より実質0.7/1000上

昇した。なお、同保険料額は40歳以上の雇用者１

人当たりの額であるため、20～30歳代も含めた総

従業員における１人当たり介護保険料に換算する

と、8.9/1000×0.51（総従業員に占める40歳以上

従業員の比率）となる。この料率をサービス利用

状況、最近の経済状況、賃金上昇率および人口変

動（人口高齢化および人口増減）の影響を考慮し

て推計した。その結果、2025年には、介護保険料

率が1000分の20.4（労使双方の計）となり、推計

時の2.29倍に達するという試算を得た。

なお、雇用保険料については雇用三事業を除く

失業等給付にかかわる保険料率が2000年度まで

0.8％で維持してきたものの、失業等給付の増大に

伴い、2001年度に1.2％、2002年度より1.4％、そ

して2005年度には1.6％にまで引き上げられた経緯

がある。なお、2007年度からは1.2％に引き下げら

れるため、以降の料率についても1.2％で一定であ

ると仮定した。

以上の前提のもと、個人が負担する社会保険料

率をみていくと、2005年度で12.27％であるもの
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厚生年金 

保険料 

（月額、円） 

図表--3 2005年度時点での社会保険料負担の推計 
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が、毎年徐々に上昇していくものの、2025年にお

いても18.73％と２割以下に抑制される結果となっ

ている（図表－３）。

（3）２つの推計差の意味するもの

得られた2005年度時点での社会保険料負担の推

計値を1995年度に算出した推計値と比較してみ

る。

前回の推計と今回の推計における大きな相違点

は、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将

来推計人口」が1997年１月推計から2002年１月推

計（いずれも中位推計）に変更されていることで

ある。1997年推計では合計特殊出生率が2000年に

1.38で底打ち、2025年には1.61まで回復する内容

であったのに対し、2002年１月推計では同率が

2007年に1.31で底打ちの後も回復せず2025年には

1.38に留まるという内容であった。したがって、

本来であれば出生率の低下分、負担者である現役

世代の総数が減少するた

め、保険料率は本来前回

の推計値より高くならな

ければ整合的でない。

1995年度時点での推計

で2005年度の料率をみ

ると13.62％となってい

ることから、2002年１月

の将来推計人口を前提と

し、また社会保険制度の

給付内容も維持した場

合、保険料率（Ｘ）は

図表－４の通り13.62％を

かなり上回る値となっていたはずである。ところ

が、現行の社会保険料負担率は12.27％と、1995年

度時点での推計値を1.35ポイントも下回る値とな

っている。このことは、この間に改定された社会

保険制度の給付の削減がいかに大きいものであっ

たかを示している（図表－５）。

1995年度時点と、2005年度時点の双方の保険料

率推計値を2025年度まで比較していくと、最終的

には５ポイント以上の開きが生じる。現役世代の

過大な保険料負担を避けるため2002年１月の将来

推計人口に基づいた現行の制度内容では、最終負

担割合が２割を超えないように社会保険制度全体

として制度化されていると推察される。

また、1995年度時点での推計で2005年度の料率

差が、実際の家計面での負担額としてみた場合、

どの程度の金額になるのかをみたところ、2005年

度で月額約5,000円、2015年度で月額約8,500円、

最終年度の2025年度ではおよそ２万円もの保険料

負担の軽減という結果になっている６）。

2025年度の最終保険料率で５％の削減、金額で

およそ２万円の抑制を可能としたのは、当然のこ

とながら相応する社会保障給付の削減が行われた

からである。

社会保険料負担の９割を占める厚生年金保険制

度、健康保険制度は、図表－６に示すとおり1995

年度以降大きな改革を実施してきている。

厚生年金保険制度では、2000年４月に年金受給

額の減額（報酬比例部分の５％カット）が実施さ
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図表--4 社会保険料負担の推移 

図表--5 ２つの社会保険料率推計による社会保険料額の差 
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れ、その後も2002年４月には60歳代後半の世代に

対しても在職老齢年金制度が導入されるなど、給

付面での削減を軸とした大きな改定が実施されて

きている。一方、健康保険制度でも２度にわたる

高額療養費制度の見直し、さらには老人保健制度

が定額制から定率制に移行、そして現役世代にと

って最も大きな制度変更である自己負担割合の変

更が２度行われている（1997年９月に１割から２

割へ。2003年４月に２割から３割へ）。

こうした大胆ともいえる給付面での変更によっ

て、将来の社会保険料率

は10年前の推計結果より

むしろ減少するという結

果が得られている。

ただし、先述のように

将来の社会保険料の負担

割合が軽減される一方

で、給付面での改正に伴

う新たな家計負担も統計

から捉えることができる。

その典型的な事例とし

て、健康保険制度の自己

負担割合の増加に伴う、

医療費支出の増大があげ

られる。勤労者世帯

（２人以上の世帯）にお

ける１カ月あたりの家計

支出費目における医療費

支出をみると、1995年度

では月額4,945円であっ

たものが、2005年度では

6,986円と増加している。

率にして４割以上の増加

である。現役の勤労者世

帯を対象としているた

め、高齢化に伴う医療費

増というよりは、むしろ

医療保険制度の自己負担

割合の見直し、高額療養

費制度の見直し等、給付

面での改革に伴う家計支

出の増加とみることができよう（図表－７）。

また、自己負担割合や高額療養費の自己負担限

度額の見直しに加え、入院時の食事代や70歳以上

の人が療養病棟に入院する場合の居住費について

も一部自己負担となるため、こうした費用負担が

現役世代の家計支出を押し上げていくことも考え

られる。

（4）保険料負担抑制に対する現役世代の認知

現役世代は、この10年間に実施された社会保険
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図表--6  厚生年金制度と健康保険制度の改革 
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出所: 厚生労働省資料、生命保険文化センター資料等をもとに作成 

①年金受給額の減額 

　（60歳から支給されている「特別支給の老齢厚生年金」のうち、報

　酬比例部分の給付乗率が５％引き下げ） 

②年金額改定方法の変更 

　（賃金スライドの停止→物価スライドのみ） 

③60歳代前半の在職老齢年金の変更 

　（60歳代前半の在職老齢年金について、賃金増加分の年金が支給停

　止される基準の34万円超を37万円超と変更） 

①標準報酬月額の上下限の改定 

①60歳代後半の在職老齢年金の導入 

　（老齢厚生年金月額＋月給＞37万円→月給増加額の半分の年金額が

　停止。ただし、老齢基礎年金については全額支給） 

①総報酬制の導入 

②物価スライドの凍結解除（給付額を0.9％削減） 

①保険料水準固定方式の導入 

②厚生年金保険料の段階的引き上げ 

③マクロ経済スライドの導入 

①在職老齢年金の見直し 

①老齢厚生年金（報酬比例部分）の支給開始年齢の引き上げ 

　（平成25年度から平成37年度にかけて、３年ごとに１歳ずつ60歳か

　ら65歳へ引き上げ。昭和28年４月２日生まれの人から適用され、

　昭和36年４月２日以降生まれの人は、全員が65歳支給。ただし、

　女性は５年遅れで実施） 

①健保本人の一部負担の引き上げ（１割→２割） 

①70歳以上の高齢者の医療費が定額制から原則定率１割負担に切り替え 

②高額療養費制度の見直し（負担能力に応じ、所得により区分） 

③標準報酬月額の下限の改定（92,000円から98,000円に） 

①老人保健制度の見直し（定率１割制導入、一定以上所得者は２割） 

②高額療養費の自己負担限度額の見直し 

①総報酬制の導入 

②被保険者本人、被扶養者（入院）の自己負担額の見直し（２割→３割） 

①高額療養費の自己負担限度額の見直し（70歳未満） 

②自己負担の見直し（70歳以上の現役並み所得者） 

①保険料算出基礎となる標準報酬月額、標準賞与額の上限等の見直し 

①自己負担の見直し（70～74歳の一般・市町村民税非課税者） 



制度の改革についてどのように認識しているであ

ろうか。医療費支出に関しては先述の通り、自己

負担割合の高まり等によって医療機関の窓口での

支払額が上昇していることについては実感として

受け止めていると思われる。また将来受け取れる

年金額の減額や受け取り開始年齢の引き上げ等に

ついても、比較的認知されていると考えられる。

しかしながら、そうした給付面での改革に伴う

現役勤労者世帯における社会保険料負担は、当初

想定していた料率よりかなり抑制していることに

ついては、どのように認識されているのであろう

か。

社会保険料負担は図表－４の①→②→③という

ステップを踏んでいることが理解されず、①→③

というステップを踏んでいると認識されていると

すれば、給付は削減される一方で、負担は純粋に

増加していると捉えられてしまう。また、①→②

→③というステップを踏んだ結果としての料率の

改定であると認識されていても、その具体的な保

険料額の軽減がどれほどであったのかについては、

ほとんど認知されていないものと推察される。

以下では、こうした社会保険制度における給付

面での改革内容の認知と、将来の社会保険料負担

に対する不安感との関わりについて、アンケート

調査データをもとにみていきたい（図表－８）。

データは、生命保険文化センターが実施した

「2004年度生活保障に関する調査」（2005年１月発

表）７）を使用した。当調査では、厚生年金制度や

健康保険制度の給付や負担に関する認知質問を行

っている。そのうち、給付に関する認知項目とし

て、厚生年金制度では、「老齢厚生年金の支給開

始年齢が65歳に徐々に移行されること（支給開始

年齢移行）」、「公的年金の受取額は原則として物

価に応じて変化すること（物価で変動）」という

２項目。健康保険制度では「サラリーマンの自己

負担は３割に引き上げられ、農業者・自営業者等

と給付率が統一されたこと（自己負担が３割）」、

「入院時の食事費用の一部は自己負担が必要にな
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図表--7 家計支出費目における医療費支出 

出所:「家計調査報告〔家計収支編〕平成18年平均速報結果の概況 」 総務省統計局     
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図表--8 社会保険制度の給付内容に関する認知割合 

出所:「平成16年度　生活保障に関する調査 」生命保険文化センター 
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ること（食費は自己負担）」という２項目が設定

されている。

これら項目に対する認知割合は、「支給開始年

齢移行」、「自己負担が３割」が約８割、「物価で

変動」、「食費は自己負担」が３割台という結果に

なっている。ただし、後者の２項目は高年齢層ほ

ど認知割合が高まる傾向がみられ、50歳代以降で

はほぼ４割台に上昇する。

一方、将来の暮らし向きについて「２、３年後

のご自身の暮らし向きについて、どのようになる

とお考えですか」と尋ね、「今よりも苦しくな

る」、「今よりも少し苦しくなる」と回答した対象

者に対し、さらにその理由を尋ねている。その理

由のひとつとして「社会保険料が増えそうだか

ら」という回答肢を設け

ている。ちなみに生活が

苦しくなる理由として最

も高い反応があった項目

は、「収入が増えそうに

ないから」で66.7％に達

していた。ただし、３

年前の結果と変化はみら

れていない。そして、次

に高い項目が「社会保

険料が増えそうだから」

であった。前回が26.6％

であったのに対し、2004

年調査では39.2％と10ポ

イント以上上昇している（図表－９）。

さらに、先の給付に関する認知割合との関連性

分析を行ったところ、厚生年金制度や健康保険制

度の給付内容に対する認知層と、「社会保険料が

増えそうだから」という理由に反応した層では、

正の有意な関連性がみられた。この結果は、厚生

年金制度や健康保険制度の給付面での改正内容を

認知している層ほど、社会保険料負担の上昇によ

る将来の暮らし向きの不安を感じていることを示

している（図表－10）。本来、給付面での改正内容

はいずれも現役世代の過大な保険料負担を避ける

ためのものであり、その結果として保険料負担の

上昇の幅は相対的には低く抑えられているはずで

ある。

しかしながら、分析結果からは、社会保険料負

担が図表－４の①→②→③というステップを踏ん

でいることについて十分理解されておらず、単純

に①→③というステップを踏んで負担が増してい

ると認識されているように受け止められる。還元

すれば、負担を抑制するための制度改革であった

という点については、十分な理解が得られていな

いとも読み取れる。

4. 2007年度将来推計人口と新たな課題
――おわりに

2006年12月に国立社会保障・人口問題研究所
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図表--9 暮らし向きが悪くなると考える理由 

収入が増えそうにないから 

社会保険料が増えそうだから 

税金が増えそうだから 

出所: 「平成16年度　生活保障に関する調査」生活保険文化センター 
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図表--10 給付面での認知と社会保険料負担に対する 
             不安感との関わり 

var1:「厚生年金の支給が65歳に移行する」の認知 
var2:「年金受取額は物価で変動する」の認知 
var3:「サラリーマンの自己負担は3割に引き上げ」の認知 
var4:「入院時の食事費用の一部は自己負担」の認知 
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から「日本の将来推計人口」が公表された。合

計特殊出生率がさらに低下し、2030年でも1.26

に留まるという内容であった。その結果、生産

年齢人口や老年人口が2002年１月推計より大き

く変容する内容となっている。具体的には、

1997年推計から2002年推計の間では少子高齢化

が加速しているものの、老年人口が増加する一

方で、生産年齢人口も増加することで、高齢者

への給付増をある程度補うことができた。

ところが、2002年推計から2006年推計の間で

は、老年人口が前回の増加に匹敵する分さらに増

加するという推計が得られている一方で、生産年

齢人口については2002年推計結果とは逆に、今後

減少するという結果が得られている。

世代間扶養を前提とする社会保険制度に関して

は、生産年齢人口の減少と老年人口の増加は、保

険料収入の減少と医療給付や年金給付の増加を意

味する。

とはいえ、西欧諸国の保険料水準や現役世代の

負担の限界を考えると、保険料率の限度は20％程

度とみられることから、負担と給付のさらなる見

直しに着手するとしても、負担面での制度改正は

考えにくい８）。一方で、医療保険制度の自己負担

割合の見直しをはじめとした給付面の削減をさら

に行えば、現在の制度下での保険料負担増に加

え、新たな家計支出が発生することになり、家計

の余力はさらに失われ自助努力による将来の資産

形成も滞ることが考えられる９）。

2006年推計に基づく今後の制度改正について

は、給付と負担の仕組みがどのようなプロセスを

経て検討されていくのかについて、十分理解され

るよう努めることが必要と考える。例えば、人口

変動に伴う負担と給付の見直し、現役世代の負担

の限界を考慮した給付の見直し、租税との負担調

整による社会保険料負担の見直しなど、それぞれ

細かく情報提供を行い、消費者に理解を求めてい

くことが必要ではないか。

注
1）当時は社会保険料がまだ総報酬制に移行していなかっ

たため、2005年度と比較するために総報酬ベースに算
出し直している。

2）当時の医療費の上昇要因としては、"人口の高齢化" が
1.6ポイント、"診療報酬改定等の医療費の改定" が1.2ポ
イント、"人口増" が1.2ポイントとなっていた。

3）調査未実施年度は前年度の給与総額をそのまま利用し
ている。

4）1995～1999年度の実績平均で一般医療費2.1%、老人医
療費3.2%の伸びを示していた。

5）厚生労働省の将来見通しによれば、2006年度の医療改
革実施前では、医療給付費が28.5兆円（2006年度予算
ベース）に対し、2025年度には56兆円となり、およそ
２倍の給付費となる試算を行っている。

6）平均給与総額でみた場合は社会保険料負担額も減少と
なるが、標準報酬月額の最大等級では、等級区分の改
定が行われた場合、料率が減少しても負担額が増加す
る。例えば、健康保険の標準報酬月額が、2007年４月
より「第１級（98,000円）～第39級（980,000円）の全
39等級」から「第1級（58,000円）～第47級（1,210,000
円）の全47等級に改定されたことにより、高収入層で
は負担額が増加している。

7）調査設計は以下のとおり
○調査地域 全国（400地点）
○調査対象 18歳～69歳の男女個人
○サンプル数 6,000 
○有効回収数 4,202（有効回収率：70.0%）
○抽出方法 層化２段無作為抽出
○調査方法 面接聴取法（ただし生命保険加入状況部分　
は一部留め置き聴取法を併用）

○調査時期 2004年５月８日～６月20日
8）パートタイマーなど、これまで社会保険料の負担が必

要なかった層に対し、今後新たな負担を課していくこ
とは制度設計上考えられる。

9）長井（2000b）が行った60歳到達時における金融資産額
の推計によれば、20～30歳代世代（当時）では50歳代
以降に可処分所得の減少と金融資産純増額の減少を引
き起こし、結果として40歳代（当時）以降の世代ほど
十分な資産形成ができない結果が得られている。
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